
 

１．案件名： 

   コスタ・リカ国テンピスケ川中流域農業総合開発計画調査（Ｆ／Ｓ） 

 

２．案件概要： 

（１）調査期間：2000 年 10 月～ 2002 年 12 月 

（２）調査目的：グアナカステ県のテンピスケ川中流に属する地域約 35,000ha

を対象に、上下流部の国立公園等への影響に配慮しつつ、潅漑

排水農業の確立、地域洪水防御対策および中小規模農家の持続

可能な農業開発の達成を図ることを目的として、既存の農業総

合開発計画の再評価及び新規開発計画のフィージビリティ調

査を実施する｡ 

（３）相手国実施機関：地下水潅漑排水庁（SENARA） 

（４）コンサルタント： 

㈱パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

内外エンジニアリング㈱ 

（５）提案された計画： 

河川ポンプシステム、地下水潅漑施設、河川改修、基幹道路嵩

上、環境保全計画、農民支援強化計画 

 

３．環境社会面における問題点： 

 テンピスケ川中流域は、コスタ・リカ国の農業生産において極めて重要な役

割を担っている地域であるが、同川の上・下流域には世界遺産やラムサール条

約登録湿地など、３つの保全地域が含まれている。コスタ・リカ側から提出さ

れた要請書では、潅漑および洪水防御を目的とした大規模ダムの建設が想定さ

れていた。 

 このため、本格調査はフェーズを２つに分けて実施し、フェーズ１において

既存の農業総合開発計画の見直しと初期環境調査を行い、この結果を踏まえて

フェーズ２としてフィージビリティ調査を行うこととした。 

 フェーズ１の調査結果により、要請されたダム建設案は、優良牧草地の水没、

住宅地の水没、ラムサール条約に登録されている国立公園の一部水没、パンア

メリカンハイウエイの一部水没、下流部土砂採取業者への影響など環境社会面

の影響が大きいことが明らかとなった。 

 

４．事業の各段階において行った環境社会配慮の内容： 

 水源開発の代替案として、要請当初に想定されていた大規模ダムについて３

案、頭首工２案、ポンプ場２案、地下水利用の計８代替案の中から経済的に妥

当性がありかつ環境影響の軽微な２案（ポンプ場案、地下水案）を採用し、開
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発計画の策定をおこなった。 

 住民公聴会を４回、住民会議を 3 回開催し、代替案の実施可能性を検討した

うえで、計画策定を行った。 

 

（１）事前調査段階 

 要請書において、自然環境、社会環境面の留意事項が記載されており、環

境影響評価のための支援調査が要望されていた。 

 このため、事前調査においてプロジェクト概要表（ＰＤ）、プロジェクト

立地環境表（ＳＤ）を作成して、スクリーニングを行った結果、「開発行為

の内容を踏まえて、各影響要因と影響要素の検討が必要」と判断し、詳細に

ついて本格調査で明らかにすることとした。 

 事前調査団員全６名のうち、環境担当団員は２名。 

 

（２）本格調査段階 

 団員は総勢１３名。環境面では環境配慮、自然環境の２名を配置し、加え

て農村社会・ジェンダー、農民・婦人グループ支援担当団員が参加した。全

体の調査人月の２割を自然環境・社会配慮関連の団員とした。 

 また、総括／潅漑排水（東海農政局）、地質／地下水（東北農政局）、環境

（JICA）の３名により構成された作業監理委員会を設置した。 

 

（２—１）フェーズ１ 

 要請に基づきダム建設案による水没地域を特定し、水没による影響物を調

査した結果、水没による影響が大きいことが判明した。このため、関連施設

も含めた概定計画についてコスタ・リカ国の環境影響評価法に基づき、「初

期環境調査」としての国家環境技術局（SETENA）の審査を受けた。この結果、

自然環境・生物環境・社会経済環境について、47 項目に渡る調査と分析・評

価・軽減策を含めた「環境影響評価」の必要性を指摘された。 

 

（２—２）フェーズ２ 

 ダムの建設規模を変化させた代替案を作成し、規模別の影響物を再度特定

したうえで、各案の建設事業費（Cost）と事業効果（Benefit）を検討した

結果、ダム案は環境影響が大きいことに加えて、事業効率(B/C)も著しく悪

いことが明らかとなった。このため、事業計画を潅漑面積は小さいが事業効

率が良くかつ環境影響の少ない「ポンプ場案」及び「地下水案」に変更して、

住民公聴会を通じて住民の意見を求めた。公聴会では、潅漑面積が小さく維

持管理費が割高となるが、環境影響が小さく実現性の高い「ポンプ場案」と

「地下水案」が支持された。この公聴会を受けて、「ポンプ場案」と「地下
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水案」を中心とした事業計画について F/S 調査を実施し、「環境影響評価の

支援」調査を行った。 

 

 この支援調査では、社会環境・自然環境に関し合計１６項目について影響

を検討した。社会環境面での問題は予測されていないが、自然環境面では、

河床掘削を伴う河川改修について二枚貝の生息環境に対する軽減策を講じ

る、耕作地拡大による農薬・肥料の投入量増加に関して、生態系への影響お

よび水質への影響をモニタリングし必要な場合は対策を講じる、こととした。 

 

５．案件の現在の状況： 

 ファイナルレポートはコスタ・リカ側へ送付済み。 

 レポート到着後にコスタ・リカ側カウンターパート（SENARA）が事業計画及

び「環境影響評価の支援」調査の結果について、SETENA に報告することで、

SETENA より事業実施の審査手続き及び EIA の仕様が示される予定。 

 

 要請当初は、大規模ダム建設のための海外からの資金調達が想定されていた

が、事業内容がポンプ場設置が中心となったため、事業費的にも自国資金によ

る建設も可能と判断され、コスタ・リカ国政府が早期実施に向けて予算を準備

中である。 

 

６．その他 

 コスタ・リカ国における住民移転の手続きについては、ダム案が破棄された

段階で調査を中止したため、突っ込んだな調査は行われていない。調査途中で

行った現地の地方行政当局からの聞き取りによれば、所定の手続きで補償交渉

が行い住民の 8 割程度の合意が得られれば良いという説明を受けた。優良牧草

地についても、代替地における潅漑整備を条件に立ち退き可能であると考えら

れていた。 

 

添付資料 

（１）主な調査内容とフロー 

（２）調査対象地区位置図 

（３）ファイナルレポート 略語表 

（３）ファイナルレポート 第６章環境評価 

（４）ファイナルレポート 要約 

 

以上 
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